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その結果をもとに、「新たな出来形管理手法」と

「従来手法」との比較等により、「新たな出来形管

理手法」が「従来手法」に比べ生産性の向上、維持

管理への活用、完成物の出来映えなどの観点で、優

れた点、劣った点などの結果を整理し、その結果を

踏まえ、それぞれの工種における出来形管理の課題

をとりまとめるとともに、課題への対応案を検討し

ている。 

国総研では、上記の取組を継続的に実施し、必要

に応じ、基準類の改正等へ反映している。 

(3) 民間等からの提案に基づく出来形管理等基準類 

の案作成支援 

令和元年度より、「産学官連携による基準作成の

取組み」として、民間等から基準類提案の募集を行

っている。基準類は、以下の①～③の区分により提

案を受けることとしており、令和元年9月に募集を

開始した。（図-2 参照） 

① 新たなICTを活用する提案（新技術） 

・既存のICT活用工種に、新たなICTを活用できる

ようにする基準類 

・新たな工種に、新たにICTを活用できるように

する基準類 

② 既存のICTの活用の対象を広げる提案（適用拡

大) 

・新たな工種に、既存のICT技術を活用できるよ

うにする基準類 

③ 既存の基準類の改定（カイゼン）を提案（改

善） 

・ICTを効率的に活用するために、既存の基準類

を改定（カイゼン）する基準類 
 

本募集に対し、延べ22件の提案が業界団体から提

出された（表-1に一部について概要を記載）。提案

を踏まえ、それぞれの提案者に対し、ヒアリングを

行い、必要に応じ、国土交通本省と国総研との協力

の下、提案の有効性、妥当性に関する検証を行うこ

ととしている。 

 検証の結果を踏まえ、検証等が終了したものにつ

いては、令和元年度内に要領化を予定している。 

図-2 民間等からの提案に基づく基準類作成の仕組み 

 

表-1 民間等提案（うち基準類に関するもの）の概要 

 

３．今後の研究について 

今年度までの成果を踏まえ、次年度以降、さらに

対象工種等を拡大するとともに、フォローアップを

実施し、より生産性向上等に資する基準類となるよ

う、取り組みを継続する予定である。 

適用　ICT 工種
等

区分 提案の概要

土工 改善

・標定点の設置緩和（RTK搭載型ＵＡＶ、
GNSS搭載型標定点の活用）
・ＵＡＶ写真計測時、GNSS搭載型標定点の
活用による削減
・カメラのレンズ性能を評価し、縦断・横断の
ラップ率緩和

舗装
工

適用
拡大

・舗装工に対して、ＵＡＶ写真測量技術を利用
可能

地上設置型レーザー
スキャナー

トン
ネル

適用
拡大

・トンネル工へのレーザースキャナー適用に
ついて、計測目的物に応じた計測密度等

土工 改善
・重機搭載レーザー計測システムの適用を
可能とする土工の出来形管理要領

舗装
修繕

適用
拡大

・舗装工（修繕工）において、TLSやノンプリ
TSの他、ＭＭＳの利用可能性も考慮

地上移動体搭載ステ
レオ写真測量

土工 改善
・スマートフォンによる動画データ等から点群
を生成し、土工の出来高管理を行う技術へ
の対応

TS等光波測量
構造
物（ト
ンネ
ル）

適用
拡大

・ＴＳ等を用いて計測した三次元座標を、すべ
ての構造物の計測に適用を拡大

土工
（切
土）

・ICT建設機械の作業装置（刃先）の「施工履
歴データ」を、出来形管理データとして活用

土工
（盛
土）

・整形目的で稼働した、振動ローラの稼働軌
跡データ（施工履歴データ）を、路体･路床の
最終出来形データとして活用

建設機械の施工装置
位置履歴（３次元計
測）

土工
適用
拡大

・任意の点を作業装置（刃先）の三次元座標
を用いて計測、出来形管理等への適用拡大

品
質
管
理

画像解析
骨材
粒度

新技
術

・画像粒度モニタリングで品質管理
・品質変動を検知した場合粒度試験により、
粒度を確認
・品質変動に応じた品質管理

無人航空機を活用し
た空中写真測量等
地上設置型レーザー
スキャナー等

土工
（玉
石・転
石）

適用
拡大

・土工掘削（面管理）の出来形管理基準に、
転石や玉石混じりの規格値を新設。

建設機械の施工装置
位置履歴（出来高・出
来形計測）

土工
（水
中）

改善
・水中部での掘削工の出来形管理基準にお
いて、設計下限値無しの選択

面
管
理
規
格
値

起
工
測
量

、
出
来
形
・
出
来
高
計
測

無人航空機を活用し
た空中写真測量

地上移動体搭載型
レーザースキャナー

建設機械の施工装置
位置履歴（出来高・出
来形計測）

改善
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１．はじめに 

国土交通省では、「ICTの全面的な活用（ICT土工）」

等の施策を建設現場に導入することによって、建設

生産システム全体の生産性向上を図り、もって魅力

ある建設現場を目指す取組であるi-Constructionを

進めており、2025年までに生産性を2割向上させるこ

とを目標としている。 

国総研は、2016年3月にi-Construction推進本部を

立ち上げ、ICT施工・3次元データの活用等による建

設現場の生産性向上に関する研究・開発及び普及に

取り組んでいる。 

 

２．BIM/CIMの活用促進 

BIM/CIMの普及活用のため、各地整にてBIM/CIMス

ーパーモデル事務所が12箇所指定され、『3次元情報

活用モデル事業』が進められている。 

2019年度は、3次元モデルの作成を容易にし普及を

促進するため、形状のテンプレートと対応するパラ

メータの組み合わせにより作成される3次元のパラ

メトリックモデルの仕様検討やソフトウェアの機能

要件の作成を行った。また、既存の構造物の３Dモデ

ル構築を図るため、2次元図面から3Dモデルを自動生

成する手法の開発を進めた。 

 

３．施工データの３D化による生産性の把握 

i-Constructionの推進による生産性の向上効果を

適切に評価するためには、現場の人員や機械の動き

を正確に把握する必要がある。 

2019年度は、国内ではあまり普及していない定置

式水平ジブクレーンを活用した建設現場にて、作業

員の動き等を3次元で把握する調査を実施し、同重量

の鉄筋、型枠、足場等を組むのにかかった時間が３

割縮減されたことを確認した。 

写真 定置式水平ジブクレーンを用いた現場状況 

４．今後の展開 

国土交通省は、2019年度をi-Constructionの『貫

徹』の年と位置付け、基準類の策定等を行った。今

後さらにこれらの取組が建設現場に普及するよう、

実装に向けた要領の作成、普及支援策の検討、民間

企業の持つ技術の認定の仕組みの試行等を行う研究

を進めていく。 

パラメトリックモデル：幅・高さ等のパラメータで形状を

指定することができる３Dモデル 
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